訴状

平成〇〇年〇〇月〇〇日

〇〇地方裁判所〇〇支部民事部 御中

〒０００－００００

住　所　　　　　　　　　　　　　　　（送達場所）

　　　原告
〇　　〇　　　〇　　〇　印

〒０００－００００

　　　　　住　所

被告
〇　　〇　　　〇　　〇

貸金等請求事件

訴訟物の価額　　　金〇〇〇万〇〇〇〇円

貼用印紙額　　　　金　〇万〇〇〇〇円

請　求　の　趣　旨

１　被告は，原告に対し，金〇〇〇万〇〇〇〇円及びこれに対する訴状送達の日の翌日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。

２　訴訟費用は被告の負担とする。

との判決並びに仮執行の宣言を求める。

請　求　の　原　因

第１　金銭消費貸借

原告は、被告に対し平成〇〇年〇〇月〇〇日金〇〇〇万円を期限の定めなく貸し渡し、被告は返還の約束をして同日金〇〇〇万円を受領した（甲１　借用書）。

第２　結語

　　よって、原告は被告に対し、被告に対する金銭消費貸借による支払い債務の履行として、金〇〇〇万円の支払いと訴状送達の翌日から完済まで年５パーセントの割合の遅延損害金の支払いを求め、訴えを提起する。

以上

立　証　方　法

甲１　　借用書

甲２　　催告書

付　属　書　類

１　訴状副本


　　


　　１通

２　甲号証正副本

　


　各１通

注　１　貸金の返還を請求する裁判の訴状の例です。

　　２　請求の趣旨には、原告が求める判決を記載します。強制執行を念頭に、「金〇〇〇円を支払え。」という判決を求めることになります。この点を説明すると難しくなりますので、このような書き方をするものだということで作成してください。

　　３　請求原因には、判決を出してもらうために必要な事実を記載します。どのような事実が必要かは、事案によって異なりますが、貸金返還請求の場合は、（１）返還する約束と、お金を渡した事実です（金銭消費貸借契約の成立）。通常は、借用証をその証拠として提出します。借用証がない場合は、立証がが困難になります。その場合借用証がなくても、お金を被告に渡したこと、貸したお金の出所を証明すれば、特にお金を渡す理由がない限り貸金と認められることになるでしょう。しかし、その場合は被告から贈与された金員であるなどと反論される場合もありますから裁判としては簡単ではありません。

　　　（２）利息や遅延損害金の約束がある場合は、基になる金銭消費貸借契約とは別個の契約ですので、それについて主張する必要があります。その場合は少し複雑になりますが請求の趣旨としては次のようになります。

　　　「被告は、原告に対し金〇〇〇円（注・・請求する元金と利息、訴訟提起の日までの遅延損害金を計算した合計）と内金〇〇〇円（注・・請求する元金の金額）に対する平成〇〇年〇〇月〇〇日から完済に至るまで年〇〇パーセントの割合の金員を支払え。」

　　　そして請求原因として

　　　「原告と被告は、本件金員を貸し渡す際に、支払期限を平成〇〇年〇〇月〇〇日、利息年〇〇パーセント。遅延損害金年〇〇パーセントと定めた。」

　　　という事実を記載する必要があります。

　　４　返済されないことは、原告が主張する必要はありません。返済したことは被告が領収書などを提出して証明することになっています。ただ、訴えを起こした理由を説明するため、「被告は、返済しない。」と記載することは問題ありません。必要なことが抜けていると判決が出ませんが、余分なことが書いてあっても判決をすることはできますので、よくわからない場合は事実を多めに書いても問題はありません。また、抜けている事実がある場合は裁判所から質問がありますので、補充することができます。補充は書面でも、裁判の当日（その場合は、裁判所で調書に記載してもらうことになります）でもできます。

　　５　甲号証とは原告の出す証拠の番号です。甲１号証、甲２号証と記載します。証拠は写しを提出しますから、借用書のコピーを３部作るとよいでしょう。　一部は裁判所用、ほかは被告に渡す分と、自分の控えとします。借用書原本は、大切に保管しておいてください。裁判の当日（口頭弁論期日といいます）に持参して裁判所に見てもらう必要があります。裁判所が見た時点で、証拠として提出されたことになります。

　　６　訴状も同様に３部作成しておくとよいでしょう。ちなみに被告１名につき訴状の副本が１部必要ですから、被告が増えればその分訴状副本の数も増えることになります。

　　７　訴訟物の価格には請求する元金の金額を記載しますが、空欄にしておいて裁判所の受付で、担当の人に相談しながら記載する方が良いでしょう。貼用印紙額も裁判所の受付の人に確認してその場で記載したほうが良いでしょう。

　　８　訴状を提出すると、担当の部が決まります。急ぐ場合は担当の部に連絡してもらい裁判の期日を提出した時に決めてもらうこともできます。もちろん訴状に不備がない場合ですが、裁判所の受付に相談することは可能です。ただし、裁判を始めるには、被告の住所に訴状が第１回口頭弁論期日の１４日前までに送達され、送達されたことが裁判所で確認できることが必要ですので早くても訴状を提出してから１ヶ月後位になってしまいます。



